
― 17 ―

福岡県立大学人間社会学部紀要　第26巻　第１号

田川市における保育士の専門性と研修必要性に関する自己評価１）

古　橋　啓　介＊・池　田　孝　博＊＊・櫻　井　国　芳＊＊＊・伊　勢　　慎＊＊＊＊

要約　田川市の保育士122名に質問紙による調査を行った。比較検討のため北九州市の保育士128

名にも同内容の調査を行った。調査は、保育の専門性である７項目に対し、専門性を有している

か、研修の必要性があるかを、調査用紙を用いて質問した。結果は、勤務期間の長さにかかわら

ず、「特別な配慮が必要な子どもの理解と対応」と「子育て支援に関する事項の理解と対応」に

専門性不足と自己評価する者が多いこと、勤務期間３年以内の者は全ての専門性の項目に専門性

不足と自己評価する者が多いことが分かった。研修の必要性については回答者のほとんどが、全

ての専門性の項目に研修が必要と自己評価していた。北九州市の保育士の結果もほぼ同様であっ

た。研修機会充実の必要性が指摘された。

キーワード　 保育の専門性、保育士の自己評価、田川市意識調査

問題

乳幼児期はその後の人間発達の基盤となる重

要な時期であることが、近年の研究によって示

されてきた。アメリカ国立小児保健・人間発達

研究所（NICHD）は、2006年の報告書で長期

間にわたる縦断的研究の結果から、幼児教育・

保育の質が高いほど認知発達や社会性の発達

に良い効果があることを報告している。OECD

（2012）は質の良い幼児教育・保育が子どもの

幸福な人生を保障するのみならず社会の文化

的・経済的発展にも寄与するとし、各国政府は

子どもの学習と発達を向上させるために幼児教

育・保育の質に関する基準と目標を確立すべ

きであると提言している。我が国においても、

2008年の保育所保育指針に「保育の質」という

ことばが初めて公的に用いられたことが契機と

なって、幼児教育・保育関係者の間で広く用い

られるようになり、保育の質向上への関心が高

まっている。

しかしながら、保育の質向上を目指した取り

組みの具体的な方策の確立は容易ではない。
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秋田喜代美・箕輪潤子・高櫻綾子（2007）は、

「乳児から幼児を育てていく就学までの長期的

な保育の営みは、子どもの発達の個人差に応じ

て、暮らしと遊びによる総合的な活動を通した

方法を中核にしているため、教育の目的や過

程、評価が実践者以外には可視化されにくい特

徴をもつ。」と論じ、幼児教育・保育の目的や

過程を体系的に論じて、統一化していくことの

困難さを指摘している。小学校教育以降の教育

と同一には論じられない困難さがある。小川博

久（2011）は保育の専門性に関して、「保育の

専門性は、これまでの歴史的経緯の中で一般的

子育ての延長上に保育の専門家による保育の営

みがあることを考えると、その専門性は他の専

門職とは異なるものとならざるを得ない」と指

摘している。「長い歴史性の上に積み重ねられ

た子育ての慣習や知恵に基づく保育」と、「近

代社会制度として成立し、この制度において国

が認可した保育者養成機関を修了し、国が規定

した保育者としての資格条件を充たした者が行

う保育」を区別して捉え、両者の連続性が重要

である上に、保育の営みは発達の援助という人

間形成に関わることであり、「カン」や「コツ」

といったテクノロジーの論理では扱えない部分

があることを指摘している。このような前近代

社会の職人たちが持っていた身体知を因果プラ

ンと呼び、近代社会システムの一員としての専

門職でありながら、因果プランに依拠せざるを

えないところに、保育の専門性の確立の困難さ

を指摘している。

幼児教育・保育には特定の学問体系の知識や

技術の獲得では包含できないさまざまな領域の

知識や技術、合理的理論体系として整理しきれ

ない人間発達に関わる慣習や知恵、さらには

「カン」や「コツ」のような実践知まで考えると、

専門性として特定の知識や技術を特定すること

が困難であることは理解できる。

幼児教育・保育の専門性を総合的・統一的に

理論構築の立場から明らかにすることは困難で

あっても、日々の実践的営みとしての幼児教

育・保育の質向上のために、養成機関や保育現

場では実践的必要性から専門性を捉え、教育課

程を作成し、研修体系を構築する努力が重ねら

れている。

香曽我部 琢（2011）は保育者論に関する先

行研究の中で保育者の専門性がどのように記述

されているか分析している。専門性の内容を項

目化しKJ法を用いて整理し、保育者の本質、

現代社会が保育者に求める専門性、保育者集団

で求められる専門性、保育者個人に求められる

専門性に分類できるとしている。さらに、保育

者個人に求められる専門性は、保育課程・保育

内容への理解、指導法の獲得、子ども理解の深

化の３方向で深まっていくと述べている。

松島京・利根川智子・油井宏隆・上垣内伸子

（2013）は全国保育士養成協議会の専門委員会

として、保育者（保育士と幼稚園教諭）の専門

性についての調査を行っている。彼らは保育者

養成の視点から、保育者基礎力、保育に向かう

態度、専門的知識技能、保育者の専門性の評価、

専門性の向上への取り組みについて調査し、養

成校で育てていく事項と保育現場で育てていく

事項について保育者たちの意識を調査したもの

である。

櫻木真智子・中野真紀子・藪中征代・塚本美

知子（2014，2015）は「保育の専門性」として、

全国保育士養成協議会の調査（2013）で用いら

れた項目を参考に、幼稚園教諭と保育士の意識

の違いに注目して、811名の保育者を対象に調

査を行った。調査項目は「保育者としての態度
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の獲得」と「専門的知識・技術の獲得」から構

成され、「専門的知識・技術の獲得」の下位項

目は、発達理解に関する項目、保育に関わる基

礎的事項に関する項目、子どもの健康と生活に

関する項目、保育内容に関する項目、計画・評

価に関する項目、特別な配慮が必要な子どもに

関する６項目であった。結果は、専門性獲得に

ついて幼稚園教諭は養成校に期待する意識が高

く、保育士は保育現場で育てるという意識が高

いことを明らかにしている。

本研究は、田川市の保育の質の向上を目指し

て、現職の保育士が自らの専門性をどのように

捉え、どのような研修機会を求めているか検討

するための資料を得るために計画された。その

ため、先行研究で指摘されてきた保育者に必要

とされる幅広い専門性の中で「専門的知識・技

能」に焦点を当てて検討することとした。専

門的知識・技能として、櫻木ら（2014，2015）

の対象とした６項目に、「子育て支援」を加え

た７項目とした。調査は、田川市内の保育所

（園）に勤務する保育士に、７項目の専門性そ

れぞれを有しているかどうか自己評価を求め

た。また、それぞれの専門性に関する研修を必

要としているかどうか自己評価を求めた。

また、田川市の保育士の専門性獲得に関する

意識と、研修の必要性に関する意識の特徴を比

較検討するため近隣の都市である北九州市の保

育士にも同内容の調査を行なった。

方法

⑴　調査対象者と調査方法

　北九州市の保育士には、北九州市社会福祉研

修所での研修会終了後に用紙を配布し、記入後

に指定の場所への提出を求めた。有効調査対象

者は128名であった。調査は2016年８月に行わ

れた。田川市の保育士には、第一筆者が市内の

保育所・園に調査の協力を求め、同意を得られ

た保育所・園に調査用紙を持参し、担当者に所

属する保育士の記入を依頼し、後日回収した。

有効調査対象者は122名であった。調査は2016

年12月から2017年１月に行われた。両市の保育

士の意識の相違を検討することが目的ではない

こと、調査の方法が異なるため直接的な資料の

比較は出来ないことから別々に整理し、別個に

統計的に処理した。

⑵　質問紙

専門性に関する項目は櫻木ら（2014，2015）

を参考に作成した。項目の提示だけでは内容の

理解に不十分と考える各項目には説明を加え

た。幼児教育・保育の基礎となる項目には、「教

育・保育の意義、制度的位置づけ、歴史、社会

状況など」に関する理解、などである。それぞ

れの項目に対して、自己評価と研修の必要性の

意識を４件法で求めた。自己評価については、

４段階で各回答欄に記入を求めた。「１．十分

持っている。２．まあまあ持っている。３．少

し足りない。４．不足している。」である。研

修の必要性についても４段階で各回答欄に記入

を求めた。「１．必要と感じている。２．あま

り必要と感じてない。３．少し必要と感じてい

る。４．強く必要と感じている。」である。専

門性の項目は子どもの発達に関する理解、幼児

教育・保育の基礎となる事項の理解、子どもの

健康と生活に関する事柄の理解と対応の技能、

保育内容に関する事項の理解と技能、計画・評

価に関する事項の理解と技能、特別な配慮が必

要な子どもの理解と対応、子育て支援に関する

事項の理解と対応の７項目であった。
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フェイスシートで、回答者の勤続年数と所属

施設の記入を求めた。勤続年数は、「幼児教育・

保育の仕事について何年くらいですか」と聞

き、回答は４段階から選択することを求めた。

「１．３年以内、２．３年から10年、３．10年以

上20年以内、４．20年以上」であった。所属は、

「現在所属されている施設を答えて下さい」と

聞き、回答は４種から選択することを求めた。

「１．保育所（園）、２．幼稚園、３．認定こど

も園、４．その他」であった。

⑶　倫理的配慮

本アンケートは福岡県立大学附属研究所にお

ける保育者研修の充実のために計画されたもの

なので、趣旨をご理解頂きご協力をお願いした

いが、強制的に回答を求めるものではないこと

を、北九州市の調査では依頼時に回答者に直接

に話し、田川市では担当者に話した。また、調

査用紙に以下の文を記載した。「現職の先生方

に専門性に関する自らの自己評価と、今後の研

修の必要性への考えを調査し、研修機会提供へ

の基礎資料としたいと考えますので、ご協力を

お願いします。得られた資料は、統計的に分析

し全体としての傾向の把握にのみもちいます。

分析後、原資料は直ちに廃棄します。個々の資

料の秘密は厳守し、当該研究以外に用いること

はありません。」

結果

田川市122名、北九州市128名の保育士による

評価データを最終的に分析対象とした。

結果の整理とクロス集計にはSPSS ver.22.0

を用い、統計処理はJS-STARを用いた。

⑴　両地域の勤務期間別保育士数

田川市・北九州市×勤務期間を表１に示し

た。数値は該当条件の保育士数を示し、括弧

内の数値は地域全体数に対する割合を示して

いる。両地域の調査対象数の勤務期間別割合

を確認するためにχ2分析を行った。結果はχ2

⑶=4.511となり、５%水準で有意差は見られな

かった。両地域の勤務期間別調査対象者の割合

は、ほぼ同じようであったと考えた。

表１　両市における勤務期間別保育者数

市・勤務期間 ３年以内 ３年～５年 10年～20年 20年以上 合計

田川市(122) 16(13.1) 35(28.7) 33(27.0) 38(31.1) 122(100)

北九州市(128) 20(15.6) 44(34.4) 39(30.5) 25(19.5) 128(100)

合計 36(14.4) 79(31.6) 72(28.8) 63(25.2) 250(100)

表２　両市における「専門性有り」と評価した保育者数

 ※印は有意差を示す。

発達理解 基礎事項 健康と生活 保育内容 計画・評価 特別な配慮 子育て支援 合計

田川市

(122)
85(69.7)※ 65(53.3) 83(68.0)※ 71(58.2) 65(53.3) 42(34.4)※ 51(41.8) 462(54.1)

北九州市

(128)
77(60.2)※ 47(36.7)※ 77(60.2)※ 53(41.4) 39(30.5)※ 32(25.0)※ 31(24.2)※ 356(39.7)

合計 162(64.8) 112(44.8) 160(64.0) 124(49.6) 104(41.6) 74(29.6) 82(32.8) 818(46.7)
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⑵　両地域の保育士による専門性各項目への自

己評価

各専門性項目に対する自己評価を田川市・北

九州市×各専門性項目として表２に示す。

専門性項目ごとに、「十分持っている」と自

己評価した者と、「まあまあ持っている」と自

己評価した者を加えて、「専門性有り」と評価

した者とし、条件ごとに示した。括弧内の数

値は各市の回答者総数への割合を示している。

田川市の「発達理解」の項目を例に説明する

と、田川市の回答者122名中85名が「専門性有

り」と自己評価していることを示し、割合で示

せば69.7%となることを示している。また、「少

し足りない」と「不足している」と自己評価し

た者を「専門性不足」と評価した者とし考察し

ていく。ここで、両市と専門性項目ごとに「専

門性有り」と自己評価した人数が、偶然水準

（1/2）を超えているか検定するために、二項検

定を行った。両側検定で危険率５%水準以上の

割合を示した場合は表中の当該の数値に※を付

した。田川市の場合、「発達理解」に「専門性

有り」と自己評価した者は122名中85名で、割

合としては69.7%であり、偶然水準より有意に

高い割合の保育士が「専門性有り」と考えてい

ることを示している。

田川市の場合、「発達理解」と「健康と生活」

に「専門性有り」と考える者が有意に多いが、

「特別な配慮」では有意に少ないことを示して

いる。北九州市の場合は、「発達理解」と「健

康と生活」に「専門性有り」と考える者が有意

に多いが、「基礎事項」、「計画・評価」、「特別

な配慮」、「子育て支援」では有意に少ないこと

を示している。

⑶　両地域の保育士による研修の必要性への自

己評価

各専門性項目に対する研修の必要性への自己

評価を田川市・北九州市×各専門性項目とし

て表３に示した。専門性項目ごとに、「強く必

要と感じている」と自己評価した者と、「少し

必要と感じている」と自己評価した者を加えて

「必要性有り」と考えている者とした。括弧内

の数値は各市全体数への割合を示している。田

川市の発達理解の項目を例に説明すると、田川

市の保育士122名中109名が「研修の必要性有

り」と自己評価していることを示し、割合で示

せば89.3%となることを示している。また、「あ

まり必要と感じていない」と「必要と感じてい

ない」を「研修不要」と自己評価した者として

考察していく。専門性への自己評価の場合と同

様に二項検定を行い、両側検定で危険率５%水

準以上の割合を示した場合に表中の当該の数値

に※を付したが、全ての条件で研修に「必要性

有り」と考えている者が有意に多いことを示し

表３　両市における「研修の必要性有り」と評価した保育者数

 ※印は有意差を示す。

発達理解 基礎事項 健康と生活 保育内容 計画・評価 特別な配慮 子育て支援 合計

田川市

(122)
109(89.3)※ 100(82.0)※ 106(86.9)※ 110(90.2)※ 102(83.6)※ 114(93.4)※ 111(91.0)※ 752(88.0)

北九州市

(128)
119(93.0)※ 113(88.3)※ 121(94.5)※ 121(94.5)※ 119(93.0)※ 122(95.3)※ 123(96.1)※ 838(93.5)

合計 228(91.2) 213(85.2) 227(90.8) 231(92.4) 221(88.4) 236(94.4) 234(93.6) 1590(90.9)
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ている。

⑷　両市保育士による勤務期間別の専門性自己

評価

①　田川市保育士による勤務期間別の専門性自

己評価

田川市保育士による各専門性項目に対する自

己評価を勤務期間×各専門性項目として表４に

示した。この表でも数値は当該条件での保育士

数を示し、括弧内は当該勤務期間の総数16名の

37.5%となることを示している。専門性への自

己評価の場合と同様に二項検定を行い、両側検

定で危険率５%水準以上の割合を示した場合に

表中の当該の数値に※を付した。

３年以内の者では、「専門性有り」と考える

ものは全ての専門性項目で50%より少ない割合

を示しているが、検定の結果は有意に低いとい

うことはなかった。３年～５年の者では、「健

康と生活」に「専門性有り」と考える者が有

意に多いが、「特別な配慮」に「専門性有り」

と考える者が有位に少ないことを示している。

10年～20年では「発達理解」と「健康と生活」

に「専門性有り」と考える者が有意に多いが、

「子育て支援」に有意に少ないことを示してい

る。20年以上のものでは、「発達理解」、「基礎

事項」、「健康と生活」、「保育内容」、「計画・評

表４　田川市における勤務期間別「専門性有り」と評価した保育者数と全体への割合

 ※印は有意差を示す。

勤務期間・

項目
発達理解 基礎事項 健康と生活 保育内容 計画・評価 特別な配慮 子育て支援 合計

３年以内

(16)
６(37.5) ５(31.3) ４(25.0) ６(37.5) ６(37.5) ６(37.5) ６(37.5) 39(34.8)

３年～５年

(35)
22(62.9) 12(34.3) 24(68.6)※ 19(54.3) 16(45.7) 10(28.6)※ 14(40.0) 117(32.8)

10年～20年
(33)

25(75.6)※ 13(39.4) 24(72.7)※ 17(51.5) 15(45.5) 11(33.3) 10(30.3)※ 115(49.8)

20年以上
(38)

32(84.2)※ 26(68.4)※ 31(81.6)※ 29(76.3)※ 28(73.7)※ 15(39.5) 21(55.3) 182(68.4)

合計(122) 85(69.7) 56(45.9) 83(68.0) 71(58.2) 65(53.3) 42(34.4) 51(41.8) 453(53.0)

表５　北九州市における勤務期間別「専門性有り」と評価した保育者数と全体への割合

 ※印は有意差を示す。

勤務期間・

項目
発達理解 基礎事項 健康と生活 保育内容 計画・評価 特別な配慮 子育て支援 合計

３年以内

(20)
７(35.0) ８(40.0) ７(35.0) ６(30.0) ６(30.0) ４(20.0)※ ２(10.0)※ 40(28.6)

３年～５年

(44)
18(40.9) ９(20.5)※ 24(54.5) 12(27.3)※ ９(20.5)※ ３(6.8)※ ９(20.5)※ 84(27.3)

10年～20年
(39)

31(79.5)※ 14(35.9) 25(64.1) 19(48.7) 13(33.3) 13(33.3) ９(23.1)※ 124(21.3)

20年以上
(25)

21(84.0)※ 16(64.0) 21(84.0)※ 16(64.0) 11(44.0) 12(48.0) 11(44.0) 108(61.7)

合計(128) 77(60.2) 47(36.7) 77(60.2) 53(41.4) 39(30.5) 32(25.0) 31(24.2) 356(39.7)
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価」に「専門性有り」と考える者が有意に多かっ

た。

②　北九州市保育士による勤務期間別の専門性

自己評価

　北九州市保育士による各専門性項目に対する

専門性自己評価を勤務期間×各専門性項目とし

て表５に示した。表の見方は田川市の場合（表

４）と同様である。３年以内の者では、「特別

な配慮」と「子育て支援」に「専門性有り」と

考える者が有意に少ないことを示している。３

年～５年では「基礎事項」、「保育内容」、「計画・

評価」、「特別な配慮」、「子育て支援」に「専門

性有り」と考える者が有意に少ないことを示し

ている。10年～20年では、「発達理解」に「専

門性有り」と考える者は有意に多いが、「子育

て支援」では有意に少ないことを示している。

20年以上では、「発達理解」と「健康と生活」

に「専門性有り」と考える者が有意に多いこと

を示している。

⑸　両市保育士による勤務期間別の研修必要性

自己評価

①　田川市保育士による勤務期間別の研修必要

性自己評価

田川市保育士による各専門性項目に対する自

己評価を勤務期間×各専門性項目として表６に

表６　田川市における勤務期間別「研修の必要性有り」と評価した保育者数と割合

 ※印は有意差を示す。

勤務期間・

項目
発達理解 基礎事項 健康と生活 保育内容 計画・評価 特別な配慮 子育て支援 合計

３年以内

(16)
15(93.8)※ 13(81.3)※ 15(93.8)※ 15(93.8)※ 15(93.8)※ 16(100)※ 16(100)※ 105(93.8)

３年～５年

(35)
33(94.3)※ 29(82.9)※ 30(85.7)※ 34(97.1)※ 30(85.7)※ 34(97.1)※ 34(97.1)※ 224(91.4)

10年～20年
(33)

28(84.8)※ 27(81.8)※ 28(84.8)※ 29(87.9)※ 26(78.8)※ 29(87.9)※ 27(81.8)※ 194(84.0)

20年以上
(38)

33(86.8)※ 31(81.6)※ 33(86.8)※ 32(84.2)※ 31(81.6)※ 35(92.1)※ 34(89.4)※ 229(86.1)

合計(122) 109(89.3) 100(82.0) 106(86.9) 110(90.2) 102(83.6) 114(93.4) 111(91.0) 752(88.1)

表７　北九州市における勤務期間別「研修の必要性有り」と評価した保育者数と割合

 ※印は有意差を示す。

勤務期間・

項目
発達理解 基礎事項 健康と生活 保育内容 計画・評価 特別な配慮 子育て支援 合計

３年以内

(20)
17(85.0)※ 15(60.0)※ 18(90.0)※ 18(90.0)※ 15(75.0)※ 18(90.0)※ 18(90.0)※ 119(85.0)

３年～５年

(44)
40(90.9)※ 39(88.6)※ 40(90.9)※ 40(90.9)※ 40(90.9)※ 41(93.2)※ 41(93.2)※ 281(91.2)

10年～20年
(39)

38(97.4)※ 36(92.3)※ 38(97.4)※ 39(100)※ 39(100)※ 39(100)※ 39(100)※ 268(98.2)

20年以上
(25)

24(96.0)※ 23(92.0)※ 25(100)※ 24(96.0)※ 25(100)※ 24(96.0)※ 25(100)※ 170(97.1)

合計(128) 119(93.0) 113(88.3) 121(94.5) 121(94.5) 119(93.0) 122(95.3) 123(96.1) 838(93.5)
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示す。数値は田川市における勤務期間別「専門

性有り」の者の場合（表４）と同様である。数

値はいずれも高い値と割合を示している。全て

の勤務期間における全ての専門性項目で「研修

の必要性有り」と考える者が有意に多いことを

示していた。

②　北九州市保育士による勤務期間別の研修必

要性自己評価

北九州市保育士による各専門性項目に対する

研修必要性自己評価を勤務期間×各専門性項目

として表７に示す。数値は田川市における勤務

期間別「専門性有り」の者の場合（表４）と同

様である。北九州市の場合も、全ての勤務期間

における全ての専門性項目で、「研修の必要性

有り」と考える者が有意に多いことを示してい

る。

考察

両市の保育者の勤務期間別構成

表１に示した両市における回答者数と勤務期

間別の人数に、統計的に有意な交互作用はな

く、田川市の回答結果を北九州市の結果と比較

する際に、特に勤務期間に考慮せずに参考とす

ることが出来ると考えた。

専門性の自己評価

各専門性の自己評価で「十分持っている」と

「まあまあ持っている」と判断している者を「専

門性有り」として、全体数への割合とともに表

２に示し、その割合が1/2より統計的に有意に

多い、または少ない場合に※を付した。田川市

の保育士は、勤務期間を考慮しないで見ると、

「発達理解」と「健康と生活」については70%

程度の者が「専門性有り」と統計的に有意に多

い者が考えているが、「特別な配慮」について

は34.4%の者しか「専門性有り」と有意に少な

い者が考え、統計的に有意ではないが、次いで

「子育て支援」についても少ない者しか「専門

性有り」と考えていないことを示している。そ

の他の項目については「専門性有り」と考える

ものと、そうでない者が半数ずつ位であった。

北九州市の保育士の回答状況と比較すると、

全体的に各専門性への自己評価は田川市の方が

高いことが分かる。調査方法が異なるため、直

接的比較は困難であるが、各専門性項目に「専

門性有り」と回答した人数の割合は類似して

おり、「発達理解」と「健康と生活」には「専

門性有り」と考える者が多いが、「特別な配慮」

と「子育て支援」には「専門性有り」と考える

者が少ないことが分かった。北九州市の結果

は、田川市の結果をより顕著に示していると言

えよう。

勤続期間を考慮すると（表４）、勤務期間３

年以内の者では、「専門性有り」と考える者が

統計的に有意な方向性を示す場合はなかった

が、この勤務期間の回答者数が少なく統計の検

定力の問題があった可能性がある。各専門性項

目の割合を視察すると、全ての項目で「専門性

不足」と考える回答者の方が多いことが看取さ

れる。勤務期間が３年～５年の者では、「健康

と生活」にのみ「専門性有り」とする者が多かっ

た、一方「特別な配慮」に「専門性有り」とす

る者が統計的有意に少なかった。勤務期間10年

～20年では「発達理解」と「健康と生活」に「専

門性有り」とする者が有意に多く、「子育て支

援」に「専門性有り」とする者が有意に少なかっ

た。勤務期間20年以上では、５項目に「専門性

有り」とする者が有意に多いが、「特別な配慮」

に有意ではないが「専門性有り」とする者が少
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なかった。

北九州市の保育士の場合（表５）は、勤務期

間３年以内の者では、全ての項目で「専門性不

足」と考える回答者の方が多いことは田川市と

同様であった。「特別な配慮」と「子育て支援」

には、統計的有意に「専門性有り」とする者が

少ないことを示した。勤務期間３年～５年の者

でも５項目に「専門性有り」とする者が有意に

少なかった。勤務期間10年～20年の者では「発

達理解」にのみ、勤務期間20年以上では「発達

理解」と「健康と生活」に「専門性有り」と考

える者が有意に多かった。

田川市の保育士の専門性に関する自己評価

は、勤続期間を問わず「発達理解」と「健康と

生活」に関しては高いが、「特別な配慮」と「子

育て支援」については低いことが示された。勤

務期間との関連で見れば、勤務期間３年以内の

者は全ての専門性項目に専門性の不足を感じて

いることが分かる。また、勤続期間が長くなる

ほど「特別な配慮」と「子育て支援」を除く専

門性の項目では、「専門性有り」と考える者が

増加している。経験が大きく役立っていること

が分かる。田川市で得られた回答の傾向は北九

州市の保育士の場合でも確認でき、他の地域に

も共通するものと考えられる。

研修必要性の自己評価

研修必要性の意識は全体として高い。表３に

示したように、田川市の保育士は全ての専門性

の項目について、統計的に有意に多くの者が、

研修の必要性を感じている。考察のため各条件

の数値を比較すると、専門性の自己評価の低

かった「特別な配慮」と「子育て支援」に関す

る項目への研修の必要性要求は特に高く、90%

を超える者が必要と自己評価している。他の専

門性の項目に対しても80%より少ない項目はな

く、研修が必要との認識が強いことが分かる。

北九州市の保育士は、田川市より全ての専門

性の項目でより高い割合で研修を必要と自己評

価しているが、専門性の自己評価の場合と同様

に、調査方法が異なるため直接的な比較は困難

であるが、田川市の結果とほぼ同様の結果をよ

り顕著に示していると考えられる。

田川市の保育士における勤務期間との関連

（表６）では、勤務期間３年以内の者では「特

別な配慮」と「子育て支援」に対しては100%

の者が研修の必要性を感じ、その他の専門性の

項目に対しても、他の勤務期間の者に比し高い

割合で必要性を示している。20年以上の者で

も、どの専門性の項目に対しても80%以上の者

が研修の必要性を感じていることが分かる。こ

の結果は北九州市の場合（表７）に、より顕著

に示され、どの専門性の項目に対しても90%以

上の者が必要性を感じていることを示してい

る。

総合的考察

本研究の結果から、田川市の保育士は今回取

り上げた専門性の「発達理解」、「基礎事項」、「健

康と生活」、「保育内容」、「計画・評価」に対し

ては50%～70%の者が「専門性有り」と自己評

価しているが、「特別な配慮」と「子育て支援」

に対しては60%～70%の者が「専門性不足」と

自己評価していることが分かった。「特別な配

慮」と「子育て支援」の２項目に対する「専門

性有り」の自己評価の割合は、他の５項目では

勤務期間が長くなるほど「専門性有り」の自己

評価が高くなる傾向が見られるのに比し、全勤

務期間を通じて低いことが分かった。日々の経

験の蓄積だけでは対応困難なことを示している
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と考えられる。これらの２項目に対する自己評

価の低さは、社会の急激な変化への対応が求め

られる内容であることや、比較的新しく保育士

の業務に加えられたことが原因と考えられる。

また、勤務期間３年以内の保育士の多くは全て

の専門性の項目に「専門性不足」と自己評価し

ている。養成機関での教育内容では不十分で、

就業後の教育・研修が必要なことを示している

と考えられる。

研修への要求は総じて高かった。とくに専門

性の自己評価が低い項目に対して、研修の必要

性の認識は高かったが、比較的自己評価の高い

専門性の項目に対しても、研修が必要との意識

は強いものであった。専門性は有していると考

えている者でも、さらなる高度な知識・技能を

求めて研修の必要性を感じていると考えられ

る。保育士の学習意欲の強さ、向上心の強さを

感じさせるとともに、保育実践の営みがたゆみ

ない研修を求めるものであることを感じさせ

る。これらの田川市における保育の専門性の自

己評価と研修の必要性への認識の結果は、北九

州市の保育士の結果ではより顕著に表れている

と考えられた。

保育の営みが幅広い知識、技能とともに多く

の実践知に基づいていることが多くの研究で明

らかにされている。本研究の結果も、経験の少

ない保育士の多くが専門性不足と自己評価して

いることや、経験年数の長い者でも専門性の不

足を感じる分野があることが分かった。実践と

結びついた研修機会の提供が保育の質向上には

必要であることを示していると考えられる。
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